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要約
本研究では、市町村の地域防災計画について計画策定上の課題を指摘した上で、それを
解消していく方策のーっとして、「地域防災計画策定支援システム」と名付けられた GIS
をベースとしたコンビューターシステムによる計画策定支援を提案している。このシステ
ムは、地震被害想定機能と計画策定支援機能が連動して機能するシステムであり、計画策
定において地震被害想定を計画の評価関数として積極的に位置づけていることを特徴とし
ている。本稿では、「地域防災計画策定支援システム」の概念を示し、それに基づいて開
発した計画策定支援システムの全体像を示す。また代表的な計画策定支援機能のプロトタ
イプを例示し、今後のシステム開発の方向性を明示する。
1 .はじめに
地域防災計画は、災害対策基本法に基づく自治
体の法定計画であり、自治体が持っすべての防災
計画の上位計画である。現在、すべての都道府県
及びほとんど市町村で策定されている。阪神淡路
大震災以降、国の防災基本計画の見直しに伴って、
全国的に地域防災計画の見直し作業が行われ、現
在、ほとんどの自治体で、改訂された地域防災計
画に基づいた新しい防災体制が整いつつある。
現在の地域防災計画は、今回の見直し作業によっ
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て従前より大幅に改善されたと言える。地域防災
計画の前提条件となる地震被害想定の実施が徹底
されるようになったこと、ボランティアの位置つe
けが明確化されたこと等、多くの点が挙げられる。
また、災害対応計画の実践性を高めるためにマニュ
アル化が行われるようになったこと、被災直後の
情報が全く入手できない状況、いわゆる「情報の
空白期Jを解消するために「リアルタイム型地震
被害想定システム」の導入が図られる等、新しい
試みも見られるようになった。
しかし、一方で積み残された課題も多い。阪神
淡路大震災では非常に多くの問題が噴出したが、特
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に、木造密集市街地の脆弱性、被災直後の行政対
応の遅れや被災者のニーズとのずれが問題となっ
た。これは、従来の地域防災計画に記載されてい
る事前計画の実施が不十分であったこと、災害対
応計画に不備があったことを意味している。地域
防災計画の見直しでは、これらの点についても検
討が加えられたが、後で詳述するように、今後、更
に検討しなければならないことが残されている。事
前計画において計画目標の設定や実施の優先順位
付けが行われていないこと、災害対応計画を実際
の被災時に臨機応変に変更するしくみが準備され
ていないこと、また現在の災害対応計画の限界及
び問題の所在が十分理解されていないこと等が挙
げられる。
本格的な見直し作業が行われたにも関わらず、こ
うした課題が積み残されたのは、これらの課題解
消に向けた支援方策が十分でなかったことが要因
と考えられる。これが本研究の立脚点である。
本研究では、これらの課題を解決する方策とし
てGISをベースとしたコンビューターシステムに
よる計画支援を考える。「地域防災計画策定支援シ
ステム」という新しい概念のシステムを提案し、こ
れにより、現状の地域防災計画の策定上の問題を
改善することを目的とする。
本研究で提示するシステムの特徴は、①「地震
被害想定機能」と「計画策定支援機能」で構成さ
れ、それらがリアルタイムに連動して機能するこ
と、②「地震被害想定Jを計画策定において積極
的に位量づけていること、である。
防災に関わる既存のコンビューターシステムと
しては、地震被害想定システムがある o 自治省消
防庁のシステム、東京都、川崎市、横浜市のシス
テムが代表的である。自治省消防庁のシステムは、
地震被害想定の全国的な普及を目的とし、入手が
容易な汎用データと簡便な想定手法を用いた地震
被害想定システムである。また、東京都、川崎市、
横浜市のシステムは、いわゆる「リアルタイム型
地震被害想定システム」である。即ち、地震直後
の被害情報が入手できない時間、いわゆる「情報
の空白期Jを埋めて、迅速な初動体制を整えるこ
とを目的とするシステムであり、地域内に地震計
を設置し、地震計のデータに基づいて被害状況を
推定するシステムである。これらのシステムでは、
ある地震動の入力に対し、速やかに被害状況を描
出することを主眼としており、本研究のような計
画策定との連動については考慮されていない。
また、地震被害想定手法を計画策定において積
極的に活用することは次の点で社会的な意味があ
る。地震被害想定作業は、高度な専門知識が要求
されるため専門家への委託が一般的であり、自治
体の財政的な負担は小さくなL、。それにも関わら
ず、災害対応計画のフレーム設定や住民の啓蒙に
使われるだけである。これを計画策定において積
極的に活用する環境を整えることは、行政支出の
費用対効果という観点から意義が大きい。
本稿では、地域防災計画の課題を指摘した上で、
「地域防災計画策定支援システム」の概念を示し、
それに基ついて開発した計画策定支援システムの
全体像を示す。また代表的な計画策定支援機能の
プロトタイプを例示し、今後のシステム開発の方
向性を探る。
2.本研究が立脚する地域防災計画に関
する課題認識
【事前計画の課題】
一つは、事前計画の実施に関するものである。「密
集市街地における防災街区の整備の促進に関する
法律(以下、密集法)Jが制定されるなど木造密集
市街地の改善を進める新しい仕組みが整備され、従
前と比べ、事前計画の実施に向けた環境が整備さ
れた。しかし、地域防災計画の事前計画をみると、
事前計画として行うべき項目については列挙され
ているが、その実施の優先順位づけ、或いは計画
目標については、記載されていない。現在の行政
の逼迫した財政状況を考えると、今後、防災関連
の投資は増加することは考えにく L、。このような
状況では、限られた投資の中で、より早い時期に
より高い安全性を確保できるような事前計画の実
施が求められていると言える。そのためには、事
前計画の策定の過程において、計画の実施による
効果を評価し、計画の実施の優先順位付けを行っ
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ていく必要があると考える。また同時に、計画実
施の効果を評価することによって計画が実施され
たときに実現される市街地の防災性能を理解し、事
前計画の目標を行政としてどの時期にどのレベル
に設定すべきか、検討する必要があると考える。
【災害対応計画の課題】
2つめは、災害対応計画に関するものである。大
きな災害或いは事故の後に、対応すべき主体から
「今回の状況は、計画では想定していない状況であっ
たjという言葉が良く聞かれる。事実、大規模事
故も含め、災害対応計画の策定では、ある被害状
況を想定し、これに対応できるようにその内容は
決定されるため、想定外の状況に対して十分な対
応ができない場合はあり得るのは当然である。地
域防災計画の災害対応計画においても、地震被害
想定が行われ、ここで想定された被害状況を前提
条件として計画は策定される。地震被害想定は、想
定地震が発生した時の被害状況を想定するもので
ある。想定地震とは、文字通り想定される地震で
あり、ある特定のモデル的な地震であり、必ず起
こる地震ではない。当然、地震被害想定によって
描出される被害状況も、起こり得る被害パターン
の一つであって、ありとあらゆる被害状況を代表
するものではない。したがって、地震被害想定を
前提条件に策定された災害対応計画は、災害対応
の標準パターンを示しているものであり、すべて
の場合は対応できる計画ではない。実際の被災時
に混乱無く災害対応を行うためには、記載された
災害対応計画を軸に被災状況に応じて臨機応変に、
体制・対応を変えていく必要がある。現在の地域
防災計画の問題点として、想定されていない状況
が起こった場合に、地域防災計画に記載されてい
る計画内容を変えていく仕組みが準備されている
とは言えないことを指摘できる。
また、地域防災計画に記載されている災害対応
計画が、どのような被災状況までであれば、現有
資源で対応可能かどうか、またそれを越えるよう
な被害となった場合、どのような点で災害対応の
歪みが生じるか、等、災害対応計画の限界と起こ
りうる問題の所在を事前に把握しておくことは非
常に重要である。地域防災計画の災害対応計画で
は、被災自治体の補完するものとして、近隣自治
体との応援協定や民間との防災協定、また防災ボ
ランティアの受け入れについて記載されるのが一
般的だが、協定の対象や受け入れ体制が記載され
ているだけであり、どういう状況で、どれくらい、
何が必要なのか、ということについては記載され
ていない。しかし、こうした検討の中で、協定の
内容や防災ボランティアの災害対応計画における
位置づけが明確化されると考える。これは、フェー
ルセーフの観点から災害対応計画を拡充するもの
であり、現在の災害対応計画に必要とされる点と
言える。
【行政組織内部での情報共有の問題】
地域防災計画の策定過程をみると、地域防災計
画は防災担当課の仕事という意識が強く、地域防
災計画の策定における他部局職員が積極的に参加
する例は少なL、。この点を改善するために、高野、
中林、神谷、加藤らは、全部局が参加するワーク
ショップを開催しながら、地震被害想定及び地域
防災計画の策定をすすめた*'。このワークショップ
手法は、地域の防災環境及び地域防災計画の問題
について共有理解がすすむ等、一定の成果を収め
た~その一方で、個別計画を検討する際に地震被
害想定の活用が十分でないという問題が明らかに
なった九これは、報告書という地震被害想定のア
ウトプットの形式に起因していると考えられる。個
別計画を検討していく過程では、必要な時に必要
な形式で情報が必要とされるが、報告書形式では
これに対応できなL、。この問題は、使いやすいコ
ンビューターシステムを提供することによって問
題は改善される可能性が高いと考えられる。
3. I地域防災計画策定刻菱システム」とは
3. 1 システムが提供する計画策定支援機能
前節で指摘した現在の地域防災計画の課題をふ
まえ、地域防災計画策定支援システムの計画策定
支援機能を整理すると、事前計画、災害対応計画
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図1 r地域防災計画策定支援システム」のシステム基本構成
に関して以下のようになる。なお、行政組織内部
での情報共有の問題について使いやすいインター
フェースを持つシステムであれば、解消されると
考えられることから計画策定支援機能に含めない。
①事前計画の代替案評価:計画による被害の低
減効果を評価することによって多様な代替案
を比較、検討することを支援する。
②被災時の災害対応の最適化:被災時の状況下
において、最適な計画を自動作成する。
③災害対応計画の分析:災害対応計画の限界と
問題の所在を分析する。
システムの構築にあたっては、計画の策定主体
が容易に利用できるよう使いやすさとコストに配
慮し、パソコンで稼働するシステムとした。
3. 2 システム構成
システムは、次の4つのシステムで構成される(図
1)。
-地震被害算定システム
地震被害を算定するシステム。想定地震の緒元、
或いは実際の地震の震源情報の入力に対し、地表
面の揺れ、建物被害、人的被害、避難者数等を、工
学的に確立された想定手法を用いて算定する。
-防災計画支援と計画最適化システム
事前計画の代替案評価、災害対応計画の分析、被
災時の災害対応の最適化等、計画策定を支援する
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図2 r地域防災計画策定支援システム」の機能フロー
システム。
-地域データベース構築システム
市街地状況、公共施設、地盤などに関する現状
のデータベースを管理する他、計画案に対応する
将来の市街地に関するデータベースを構築する。ま
た、データベース更新のためのインターフェース
を有し、予め定められた形式のデータを読み込ま
せるだけで、市街地データを容易に更新すること
が可能である。
-地域情報管理・分析システム
市街地の現状分析、地震被害想定・推定の結果
をGIS、表計算、ワープロなどの汎用ソフトに出力
し、視覚的または数値的に地域の状況を表現する
システム。
3. 3 システムフロー
本研究で提示する「地域防災計画策定支援シス
テム」は、図2に示す機能フローによって、上記の
機能を実現する。
①事前計画の代替案評価
事前計画の計画策定フローをモデル的に図3のよ
うに捉える。
図3 事前計画の計画策定フロー
本システムでは、まず、計画策定者が計画の代
替案を入力する(図2中の①)。システムは、入力
された計画の代替案によって実現する市街地像に
対応する市街地データを自動作成し、データベー
スを更新する(図2中の②)。次に更新されたデー
タベースに対して地震被害想定を行い、現在の想
定結果と比較し、どの程度被害状況が緩和される
か、定量的に評価を行う(図中の③、④)。こうし
て算定された評価結果を勘案しながら、繰り返し
代替案を比較、検討することによって、最終的な
計画案を決定する(図2中の⑤)。
システムが行うデータベースの更新及び地震被
害想定は数分間で行えるようにし、計画の検討・評
価という作業が一連の作業として行える環境を実
現する。
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②被災時の災害対応の最適化
被災時の災害対応は、想定外の被害状況が起こ
りうることがあり、それに合わせて災害対応計画
を修正しなければならなL、。また、災害対応計画
の修正は即座にかっ適切に行われなければならな
L 、。
被災時の災害対応の最適化をモデル的に図4のよ
うに捉える。
実際の地域の
被害状況
災害対応に必要な
施設の被害状況
図4 被災時の災害対応フロー
システムでは、まず、実際の被害状況を推定す
る。推定に用いる情報は、本システムの場合、気
象庁の震源情報としている。震源情報をシステム
に入力する(図2中のa)と、震源情報に基づいて
模擬地震動を作成し、地震被害想定と同じアルゴ
リズムで地域の被害状況を推定し、結果を得る(図
2中の b)。
また、災害対応計画に基づいて行われる主要公
共施設(例えば、避難所)の被害状況調査の結果
をシステムに入力する(図2中の c)ことにより、
その時点で災害対応活動に利用できる施設の情報
を、データベースを更新することによって最新情
報を確保する。
こうして計算された地域の被害状況と施設の最
新情報をもとに、その時点の状況に最も適した災
害対応を行うために災害対応計画の修正を行う。通
常、マンパワーで行うところであるが、緊急性を
要するため、これを自動的に行う(図2中d)。更
に、最適化アルゴリズムにより自動作成された計
画案の中から最適な計画を選択する。状況の変化、
或いは、新たに収集された正しい被害情報に応じ
て、このルーチンを繰り返すことによって、臨機
応変に最適な災害対応を決定する。
なお、本システムの場合、気象庁の震源情報を
元に被害状況を推定することとしたが、地域内に
設置された地震計の波形情報や何らかの方法で収
集された実際の被害情報を利用することも考えら
れる。
③災害対応計画の分析
災害対応計画の分析フローをモデル的に図5のよ
うに捉える。
図5 災害対応計画の分析フロー
災害対応計画は一つの想定地震を前提に策定さ
れるが、災害対応計画の分析では、前提とする被
害状況として多様な地震を想定する。一般に想定
地震が異なれば、被害のボリュームや被害の地域
分布は異なる。多様な被害状況の想定を行えば、現
状の災害対応計画がどのような強度の地震までで
あれば対応が可能か、またどのような被害パター
ンであれば現在の体制で対応できるかを理解する
ことができる。
システムでは、多様な想定地震を設定して計算
した入力地震データベースから、想定地震を選択
し(図2中の i)、その想定地震のときの被害想定
を算定する(図2中の ii)。現在の災害対応計画が
対応可能かどうかを検証する(図2中の ii)。これ
をすべての想定地震で繰り返すことにより、現状
の災害対応計画の問題点を理解する。
またこのほかに、副次的に次のような機能をも
っ。市街地データを新しいものに入れ替える(図
2中の②)ことによって、地震被害想定を容易に更
新することできる。また、被害想定結果の視覚的
な表現(図2中のA)により、平常時における災害
対応業務の習熟手段になりうる。また、ワープロ
や表計算などの汎用ソフトに出力できる(図2中の
A)ことから、被災時の災害対応業務を効率化する
手段となりうる。
4.計画策定支援機能の例示
本研究では、更に、以下の2つの個別の計画策定
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支援システムを構築した。事前計画の評価の例と
して、防災都市づくり計画、被災時の災害対応の
最適化の例として、避難所の開設・閉鎖計画を取
り上げる。
4. 防災都市づくり推進計画策定支援
防災都市づくり計画は、細街路の拡幅や建物の
不燃化等、市街地整備によって密集市街地の延焼
危険を低減させることを目的とし、市街地全体か
ら危険な市街地を抽出し、危険な市街地に対して
整備目標を定め、具体的な計画づくりと事業を進
めることを計画化するものである。
防災都市づくり計画は一般に「不燃領域率」な
どの市街地指標を擬似的な延焼危険とみなして計
画づくりが行われる。しかし、その本来の目的を
考えると、延焼被害をどの程度低減できるかとい
う評価に基づいて計画づくりは行われるべきであ
る。即ち、地震被害想定とはリンクして策定され
るべきだと考えられる。
本システムでは、このような現状をふまえ、防
災都市づくり策定のための支援システムを構築し
た。計画の代替案の自動作成と延焼被害の低減効
果の評価を繰り返し行うことによって、より効果
的な計画づくりを支援するものである。
延焼被害の評価手法は、加藤の方法門〉を採用す
る。この方法はパーコレーション理論に基づく評
価手法であり、一般に用いられる延焼シミュレー
ションに対し簡便な被害想定手法と位置づけられ
る。延焼被害は最大被害率、平均焼失率によって
表され、これらは、道路率、空地率、不燃化率(可
燃建物率)の3つの政策変数と関係づけられている。
本システムでは、延焼被害として平均焼失率を採
用した。
図6は、評価を行う対象地域の選定画面である。
対象区域は、市全域以外に任意の区域とするも可
能である。
図7のダイアログにおいて、評価の対象地域に対
して使用する政策変数を設定すると、計画案が自
動的に作成され、政策変数の値と計画を実現する
ために必要なコストが表示される。
図8は、計画の代替案の比較を容易にするイン
図6 計画を実施する特定地域指定
図7 政策変数の設定と計画案の作成
図8左図:特定地域現状の焼失率分布図.右図:対象
地域の木造率を-28%下げた場合の焼失率分布図
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ターフェースである。現状と計画が導く将来像の
焼失率を比較し、計画による延焼被害低減の効果
を分かりやすく表している。この図の場合、右図
は政策変数を変えた後の焼失率である。
この一連の作業にかかる計算時聞は数分間であ
る。これにより、多様な計画の代替案を評価する
ことが可能になりより効果的な計画策定が可能に
なると考えられる。
計画に必要なコストの算定の精度を上げたり、計
画を実現するために要する時間を評価することに
よって、更に役立つものに発展させていくことが
できるであろう。
4. 2 避難所の開設・閉鎖計画策定支援
災害対応は限られた人員で行わなければならな
い。そのため効率的な対応が必要とされる。避難
所計画では、避難者の負担を増やさずにできる限
り少ない避難所数で対応することが望ましい。そ
うすることによって、避難所運営に割り当てる人
員を減らすことができるほか、物資の配布や給水
など他の災害対応を効率化することに結びつくと
考えられる。
避難者の地域分布は、時間の経過とともに変化
するため、それに対応するための避難所の開設、閉
鎖、統合は避難所計画の一つの課題である。
本システムでは、このような避難所計画の課題
をふまえ、与えられた状況下で、避難生活者の負
担を増やさずに、より少ない施設で対応できる計
画の提示を自動計算によって行う。
本システムでは、避難生活者が受容できる負担
として、避難生活者の居住地から避難施設までの
最大距離(避難有効距離と呼ぶ)を設定する、地
震被害推定機能或いは実際の被害情報から避難者
数を推定し、各避難施設の収容者数を算定する。こ
れにより、各避難施設について収容人数の過不足
を明確にする。収容人数を超過する避難施設や地
域の抽出など避難所計画の問題点を提供する。
次に、過不足を緩和するように施設問で収容人
数の再分配を行い、避難者の収容計画の最適化を
図り、使う必要がない施設を明確に示す。
本システムでは以下の4つの避難所計画案を取り
上げ、それを基本にして避難所の生活者数のシミュ
レーションを行っている。
(1)全ての施設を避難所として使用する計画(最
適化しない)
(2)全ての施設を避難所として使用する計画(最
適化する)
(3)小学校中心で避難所として使用する計画
(4)小学校だけを避難所として使用する計画
被害に応じて上記の基本的なモデル計画に基づ
きシミュレーションを行うことで、震災一日後、四
日後、ーヵ月後という時系列に従って変化する避
難者の地域分布を予測し、最適化アルゴリズムを
用いて避難所の開設、統合または閉鎖すべき避難
所を選定する、その結果に基づいて、効率的に避
難所開設・閉鎖計画を策定することができる。
計画案を最適化する方法と手順を以下に示す。
①避難者が避難所に来られる避難有効距離を指
定する。
②各避難所に避難する避難者数を集計する。
施設A:
収容人口:100人
図9 避難者数の再分配
施設A:
距離R
施設B: 
育
* 
収容人口:100人
避難者数:10人
収容人口:500人
避難者数:150人
図10 避難所の開設・閉鎖の判断
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③避難所の収容人口が避難者数より小さい避難
所に対して、避難者数を再分配する(図的。
④避難所で避難する人の数によって、施設問の
距離(画面上で任意の距離に指定できる)を
把握して一施設の開設か閉鎖かを判断する(図
10)。
施設Aと施設Bがあるとして、その避難状況と
二つの施設聞の距離がRとして:
Rが一定の距離以下であれば、施設Aを閉鎖す
る。
避難所計画のための被害状況は、建物被害から
避難生活者数を予測する東京都の方法則により求
められた震災後一日後、四日後、一ヵ月後の状況
を利用した。実際に、災害対応期におけるシステ
ム運用では、実際の被害状況を入力することを想
定している。
ここで、避難所計画支援システムを使って、被
災後、「一ヵ月後の避難状況J計画を例にして、計
画案(1)(すべての施設を避難場所として利用)を
採用したときと計画案 (2)(すべての施設を避難
場所として利用:最適化あり)を採用したときに
導かれる計画案を比較する。対象地区は、ある都
市の 1つの地域とした。結果を図11-13に示す。
すべての施設を避難所として利用する場合、地
域内にある21施設が避難所として利用される(図
11)。しかし、システムによる最適化を行った場合、
13箇所の施設で避難者を収容できるという結果に
図1 最適化前:全ての施設を避難所として使用する
場合 (21箇の施設を開設)
図12 最適化後:使用する避難施設 (13箇所を開設)
図13 最適化後:使う必要がない避難施設 (8箇所)
なった(図12)03分のl以上の施設を利用する必
要がなく、効率的な計画となったといえる。
阪神淡路大震災の被災地の例にみるように、避
難者数は、数日、数週間、数ヵ月の単位で変化す
るが、それぞれのフェイズで、同様の方法を用い
て最適な計画を導くことができる。
このように被害状況にあわせてリアルタイムに
適した計画を立案し、遂行していくことで、より
効率の良い災害対応が実現できると考えられる。
5. まとめ
本稿では、地域防災計画の課題を指摘した上で、
これらの課題を解消するために「地域防災計画策
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定支援システム」を構築した。「地域防災計画策定
支援システム」は、機能的には従来の地震被害想
定システムに計画策定支援機能を加えたものであ
るが、地震被害想定を計画の評価関数として用い
て、地震被害想定と計画策定を連動させて計画を
策定していくという新しい概念を提案した。
また、計画策定支援機能として、防災都市づく
り計画における危険区域の抽出と政策効果の評価、
被災時における避難所の開設計画の策定支援シス
テム例示した。
本研究のアウトプットはプロトタイプであるた
め、改善の余地は大きいが、今後の防災関連のシ
ステム開発に対し方向性を示していると考えてい
る。
今後は、行政との共同研究体制を整えて、計画
策定上の問題点を詳細に把握しながら、より良い
計画づくりに資するシステム開発を行っていきた
いと考えている。同時に計画策定の現場で利用す
ることによってシステムの有効性を検証すること
を考えている。
j主
*1中林(東京都立大学)らを中心とする研究グループ
は、千葉県市川市において平成2年度~8年度にかけ
て地震被害想定調査からはじまる地域防災計画策定
を行った。庁内ワークショップによる検討の概要と
その評価については文献1)、 2)等に示されている。
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Development of the Planning Support System based on GIS for the Master Plan 
for Disaster Prevention of a 1ρcal Government 
Takaaki Kato*， Yalkun Yusf** and Osamu Koidピ
*Department of Urban Engineering， University of Tokyo 
叫 EarthquakeDisaster Mitigation Research Center， The Institute of 
Physical and Chemical Research 
Comprehensive Urban Studies， No.72， 2000， pp.219-229 
On this study， we pointed out problems to be solved in drawing up the master plan for 
disaster prevention of a local govemment and we aim to solve them by the computer-aided 
planning enhanced by GIS. We developed the system named Planning Support System for the 
Master Plan for Disaster Prevention， which consists of the two systems; seismic assessment 
system and planning support system. In this paper， we show the concept of the system and 
explained how to solve the problems of the master plan for disaster prevention. Moreover， we 
reviewed two systems we developing as examples of typical planning supporting system， which 
concem preparedness plan and emergency management plan， and we discussed for the next 
update. 
